
 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 モバイル WiMAX を巻き込む TD-LTE 勢力の動向 
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1. TD-LTE の概要 

 

（1）LTE における 2 つのモードとその影響度 

 

①LTE と WiMAX における主導権闘争の帰結 

世界の携帯電話システムにおけるデファクト・スタンダードの座を、GSM で勝ち取って以来、欧州系テレコ

ムベンダーとオペレータは、移動通信の世界において事実上の主導権を決して手放すことなく、今日にい

たっている。標準化戦略においても、GSM に端を発する UMTS 系の標準化機関3GPP は、4G 時代を見据

えた次世代システムとして LTE の標準化に取り組み、Release8 版 LTE（LTE-Rel.8/LTE-R8）を凍結させ

た。 

 

北米勢は、3GPP2 の CDMA2000 で欧米勢に対抗して 3G で一時期善戦したものの、現在では

GSM/UMTS 系システムに 8 割超の世界シェアを譲るまでになった。そして、クアルコムの推す CDMA2000

の後継たる UMB は、結局のところ日の目を見ることなしに、3.9G/4G を巡る競争からいち早く脱落した。た

だ、インターネットなど上位レイヤビジネスが活発な北米勢は、IEEE が中心になって策定した WiFi の成功

をもとに、4G に向けてモバイルにおける国際イニシアチブの奪取を狙い、モバイル性を有した非テレコム

系無線規格「IEEE802.16e」（モバイル WiMAX）を繰り出し、欧州 GSM 勢の LTE に再び挑戦状を突きつけ

た。これが数年前の状況である。 

 

標準化や認証にいたるまでの手続きの簡素さ、ある帯域に一定以上の非ペア周波数帯域があれば、比較

的容易にシステムを立ち上げられるという点などから、モバイル WiMAX は商用化で先行した。そして、そ

の前身である固定WiMAX（IEEE802.16-2004）も含め、小規模オペレータが多いながらも世界各国の TDD

市場に入り込んだのである。同時に ITU から IMT-2000 標準としてのお墨付きも得て、IMT-2000 向け拡張

バンド130への参入という枠にも滑り込んだ。 

 

しかし現在のところ、本命のモバイル WiMAX に関しては、米国クリアワイヤーや日本の UQ コミュニケーシ

ョンズなど、先進国の一部を除けば、モバイル市場における存在感はまだ薄い。それを横目で見るかのよ

うに、LTE の標準化作業が着々と進められ、3.9G としての完成型に近づくにつれ、市場から「LTE 優勢」と

いう評価が固まってきたことはいうまでもない。 

 

②優勢の LTE に起き始めた 2 つの潮流 

LTE とモバイル WiMAX のどちらの勢力も、基本特許を握る米クアルコムから高いロイヤルティをむしり取ら

れていた通信方式「CDMA」からの脱却を図って OFDMA を採用するなど、ベースとなる要素技術は似たり

寄ったりで、さほど優劣に差はないように見られる。大きく異なるのは、おしなべてテレコム系の既存オペレ

ータが LTE を支持するのに対し、モバイル WiMAX の方はグリーンフィールド（更地）から立ち上がる新規

オペレータが多く採用するという点にあった。周波数やインフラ設備、現有加入者といった資産を持つ者と、

ゼロベースから始める者ではスタートラインが全く異なる。 

 

インフラビジネスにおいて、事業の継続性とエリアが重要なファクターである限り、後者は常に市場からの

不安に包まれながら、事業を進めねばならぬハンデを負わされる。現在の「LTE 優勢」という評判の本質は、

                                               
130 3G 向けリサーブ周波数帯域 
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まさしくそこにある。結局のところ、伝統的なテレコム系ビジネスモデルを捨てきれない、多くのオペレータ

を味方につけた欧州GSM勢が、従来路線を途切れさせることなく、3.9/4G時代においてもイニシアチブを

発揮するという構図になりそうである。 

 

ところが現在、もともと欧州GSM勢の推し進めてきたLTEが、これから大きく2つに分流しようとする兆候が、

そこかしこに見られるようになってきた。すなわち FDD131方式と TDD132方式、いずれの LTE かという点で

ある。当初からいわれていた LTE といえば、FDD モードを用いる「LTE-FDD」のことを指すのが一般的で

あり、これとモバイル WiMAX の間で優劣が競われていた感がある。上り（端末から基地局方向）と下り（基

地局から端末方向）の通信に、それぞれ別の周波数帯域を使うLTE-FDDに対し、最近急速に存在感を高

めつつあるのが、LTE の TTD モード「TD-LTE」である。 

 

③LTE システムにおける 2 つの複信方式 

TD-LTE は、時分割によって単一の周波数帯域で同時送受信を行う。ISDN などでは別名「ピンポン伝送」

などと呼ばれたように、伝送方式としては昔からあり、とりたてて特殊なものではない。移動通信では PHS

やモバイルWiMAX、その他無線LAN等にも使われている。ちなみに、TDD方式が採られているモバイル

WiMAX でも、規格上は FDD モードもサポートするが、商品化されていないだけの話である。 

 

TD-LTE は LTE の TDD モードとして、FDD モードと同時に 3GPP Release8 で 2009 年春に策定された。

基本的に両者は同一規格であり、仕様も相当な部分まで共通化され、総体として LTE として括られている。

無線アクセス方式は、ともに下りに OFDMA を､上りに SC-FDMA を用い、システムの運用帯域幅も

1.4/3/5/10/15/20MHz をそれぞれサポートしている点も共通である。 

 

TDD と FDD という根本的な相違上、物理レイヤや MAC レイヤの通信プロトコルは異なるが、上位レイヤは

ほぼ同じとみていい｡LTE システム全体からすれば、TDD と FDD 間の相違は 1％にも満たない。 

端末チップや基地局などの商用化において、こうしたモードの違いによる相違点は、基本的にソフトウェア

の変更で吸収可能である。このことは、ベンダーにとって開発リソースが共通化できることを意味している。 

 

④TD-LTE と LTE-FDD の本質的な相違点 

多重モード以外の点における両者の違いは、まずそれぞれが出てきたバックグラウンドにある。それまで

GSM や GPRS、EDGE から UMTS/HSPA と、立て続けに伝統的な FDD ベースの携帯電話規格をリードし

てきた欧州勢は、その延長としてLTE標準を打ち出した。それは半ば当然のごとく、FDDモードに基づくも

のであった。 

 

他方、TD-LTE の出自は中国にある。独自の中国3G 規格TD-SCDMA（TDD 方式）を打ち立てるまで、中

国オペレータは GSM/UMTS や CDMA2000、PHS を採用していた。遅れに遅れた TD-SCDMA が 2008 年

に商用化されてからは、これを推進させる動きへと流れている。いってみれば TD-LTE は、TDD モードを

採用する TD-SCDMA の次世代版という位置付けになる。 

 

事実 TD-LTE は、TD-SCDMA とフレーム構成などが揃えられており、近接する周波数帯域で TD-LTE と

                                               
131 Frequency Division Duplex：周波数分割多重 
132 Time Division Duplex：時分割多重 
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TD-SCDMA を運用しても、相互干渉が回避できるとともに、基地局の共用化も可能である。とどのつまり

TD-LTE は、中国の市場環境を念頭に前提にした 3.9G といえる。 

 

中国はこれを 3GPP に提出し、LTE の TDD モードとして 2008 年 3 月に 3GPP Release8 に盛り込まれたと

いう経緯を持つ。こうして、もともと欧州 GSM 勢が事実上のイニシアチブを握りながら標準化されてきた

LTE は、主として欧州勢の支持する LTE-FDD と、中国が国策として推進する TD-LTE という、腹違いのシ

ステムが並立する格好となった。見方によっては、次世代標準を進める欧州勢に、中国が割って入った格

好といえなくもない。 

 

LTE を推進・統括する立場の GSMA や GSA などにおいては、システムに大きな相違がない以上、少なくと

も外部に対して両者を区別するような見せ方はしていない。また、単なる複信モードの違いである以上、そ

のようなことはできないだろう。むしろ 4G を巡る標準化競争上、かつて世界における 3G 携帯電話のデファ

クトの座を巡り、CDMA2000を推進していたCDGとの対立関係同様、現在はFDD/TDDともにLTE総体と

して、WiMAX への対抗軸をいまだ立てている状態である。 

 

⑤あふれ呼の受け皿に終始しない多様性 

もちろん多重モードの違いだけで、多くはシステムの違いがほとんどないことから、オペレータの採用する

LTE が FDD であっても TDD であっても、端末や基地局で差異を吸収すればよいし、相互ローミングも可

能とされる。したがって LTE ベンダーの多くは、両者に対応できることを最近の謳い文句にしている。 

 

ただし、各国における周波数の割り当て方というものは、上下ペアで用いるFDD向けと非ペアのTDD向け

を明確に切り分けるのが基本である。したがって、実際にオペレータがどちらの周波数帯域を獲得し、そし

てどのようなサービスを提供するのか――といったパターンは、実マーケットを想定すると実に多様である。

例えば、オペレータはFDD用周波数だけを獲得し、もっぱらLTE-FDDだけでいくのか、あるいはTDD用

周波数も獲得した上で、TD-LTE にも対応するデュアルサービスでいくのか、ということが挙げられる。 

 

また後者の場合の TD-LTE は、LTE-FDD であふれたトラヒックを逃がす、単なる無線伝送路と位置付ける

のか、あるいは上り下りに用いるコンフィグレーションを 1:9 にまで可変させ、大容量の動画伝送や放送的

なサービス提供のために TD-LTE を用いるのか、といったようなことまで考えを巡らす必要も出てくるだろう。

そして、これらのパターンは TD-LTE を主とし、LTE-FDD を従とした場合に当てはまるものも多い。 

 

上記を少し具体的に記すと、欧州など、今までもっぱら FDD 向け周波数をメインとして携帯電話用に割り

当ててきたような地域では、携帯電話オペレータは FDD 帯域が逼迫してきたら TDD 帯域を追加して、異

母兄弟の TD-LTE を導入し、FDD～TDD 間の差異を吸収する設備や端末を導入し、ネットワーク全体でト

ラヒック増大に対処していく可能性が高い。要するにメインはLTE-FDDで、あくまでもTD-LTEはサブシス

テムとして用い、もっぱら FDD であふれたトラヒックの「受け皿」としての役割を果たすだけ、という位置付け

になる。 

 

⑥3.9G/4G 時代に向けた三大勢力の鼎立 

これに対して、通信インフラ自体が未整備な途上国/新興国では、今までの固定/モバイル WiMAX の採用

パターンがそうであったように、最初からTD-LTEをメインのインフラとして導入する可能性がある。メインの
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ネットワークとして使う場合でも、上下の非対称性を生かしてエリアの状況や人口密集の度合いに応じて、

上り下りの伝送路の幅を設定するといった形態になる。基地局側が LTE-FDD に対応していれば、周波数

次第だが渡航者などに対するローミング・サービスも提供可能かもしれない。 

 

さらに過疎エリアに対しては、下り方向無線伝送路を最大にして、通常は放送的な役割を担わせつつ、最

低限の通話路は確保しておくような形態も想定できる。つまるところ TD-LTE は、アーバンエリアからルー

ラルまで、フレキシブルなネットワークの運用ができる特徴を持っている。 

 

ことほどさように TD-LTE に関しては、実オペレーションやサービス形態を決定するパラメータは多く、単な

るモードの違いとして片付けることはできない。実際の周波数割り当てやオペレータのビジネスモデルの

多様性、そしてそれぞれの出自等を踏まえると、腹違いどころか、むしろ別物として捉えた方が正鵠を射て

いるのではないかと思われる。 

 

今後、本格的に展開されるであろう 3.9/4G を巡る主導権闘争を展望する場合、LTE-FDD と TD-LTE、そ

してモバイル WiMAX（IEEE802.16e/m）という勢力が、いまのところ鼎立の状態にあるとみるべきだろう。 

 

（2）TDD 方式としての特徴とそのメリット 

 

①周波数帯域の使用形態 

トラディショナルな携帯電話オペレータのドル箱、すなわち音声通話サービスは、異なる周波数帯域を上り

/下り通信それぞれ専用として同じ帯域幅を割り当て、ペアで利用する FDD を使うのが基本である。この理

由から、携帯電話の複信モードはこれまで FDD が主流であった。そうした「電話」としての流れや、FDD 用

周波数帯をすでに持つ既存オペレータでの採用を前提に、LTE-FDD の標準化が行われた。 

 

少し前までLTEといえば、このLTE-FDDを指す場合が一般的だったといえよう。要するに、音声ARPUが

漸減する傾向にあっても、やはり電話サービスの提供が切り離せないオペレータにとって、FDD モードは

ごく自然な選択である。最終的に、音声も含めたサービスを視野に入れている以上、LTE も従来の延長と

して FDD ベースでのシステム・アーキテクチャが組み立てられていったのである。 

 

これに対して、データ通信のトラヒックは ADSL 等に見られる通り、上り下りのデータ量が同等であることを

必ずしも必要としない。また時間帯ユーザーの利用形態によって、無線伝送路を通るデータトラヒック量や、

そのパターンも大きく異なる。したがって、これを無線で実現する場合、必ず上下ともに同じ帯域幅の周波

数をペアで割り当てる必要はない。むしろトラヒックの状況に応じ、単一の周波数幅のなかで上り下りに割く

帯域幅をバリアブルに、かつ最適化しながらネットワーク運用する形態の方が望ましい。 

 

これはデータだけでなく、音声についてもあてはまるケースがある。例えば、人口が密集する都市と過疎地

における通信インフラそのものの普及状況の格差や音声/SMS トラヒック・パターンの相違、利用シーンの

違いがあまりにも激しいような国では、FDD より TDD を採用し、それぞれのエリアに応じた上り下りのコンフ

ィギュレーションを適用して、ネットワーク運用していく方が効率はいい。 
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これは、TDD 方式を採用した中国の 3G「TD-SCDMA133」が出てきたひとつの背景でもある。中国の立場

からみると、その延長として TDD 方式に基づく LTE を推し進めるというのは、自然な考え方ということもでき

るだろう。 

 

世界各国の携帯電話サービスにおいて、トラヒックのパターンが音声通信主体からデータ通信へと動くな

かにおいては、いわば伝統的な FDD に代わって、TDD の特徴やそのメリットがより発揮される方向へと、

大きく流れ始めたとみることができる。 

 

②FDD 携帯時代におけるデファクト競争の特質 

前項で述べた通り、それまで携帯電話の主流は FDD であり、各国のオペレータは競ってこの周波数帯域

獲得に奔走した。IMT-2000 標準の座を巡って当時激しく対立した、UMTS（W-CDMA）と CDMA2000 のい

ずれも、多重モードはFDDである。そのため、各国においてFDD用として割り当てられている周波数帯域

に、GSM/UMTS と CDMA2000 のどちらが参入できるかという時点で、あらかた勝敗の行方は見えていた。 

 

アナログ時代、米国 AMPS 方式の改良版である E-TACS を導入していた英国や、北欧諸国の NMT134を

はじめ、各種規格が林立していた欧州では、EC/EU 統合とともに GSM に規格が揃えられ、その後に起き

たソ連崩壊後における東欧の一部を除けば、GSMの総本山である欧州エリアに CDMA2000 オペレータが

出てくることはなかった。 

 

他方、地域ごとに周波数ブロックが細分化され、一時期大小オペレータが乱立した北米でも大半は CDMA

を採用し、全国ベースで GSM/UMTS を用いたオペレータは、現在 AT＆T のみという状況である。株式の

45％をボーダフォンに握られていたベライゾンですら、3G は CDMA2000 で押し通した。 

 

その他のエリアでは、GSMとCDMAの参入合戦が繰り広げられたが、オペレータとベンダーが一緒になっ

て、欧州各国間におけるローミングを容易に実現し得るよう策定された GSM は、他国においても評価が高

かった。加えて、大航海時代や植民統治時代の名残から、欧州各国との交易・交流の歴史が長いというバ

ックグランドを持つ国も少なくなかったこともあり、GSM がグローバル・スタンダードの座を手中に収めたの

である。 

 

歴史的な意味でみると、北米勢はやはり欧州勢に見劣りする。基本的に、CDMA 勢は旧西側諸国という枠

組みで、かつ大戦後の同盟関係国や旧植民統治下にあった国、あるいは陸続きの中南米というエリアに

限定された普及展開であった。 

 

このように、同じ FDD 向け周波数帯を巡る競争においては、システム自体の優劣が検討される前に、歴史

的背景や政治関係、経済・文化交流、あるいは国家を背景にした設備導入時の経済支援135という側面も

有形無形の影響を及ぼす。その上に立脚して周波数行政を担う各国の規制機関やオペレータが採用シス

テムを決定するため、ゼロベースから各国の FDD 用割り当て帯域に入り込むのは至難の業となる。このこ

                                               
133 Time Division Synchronous Code Division Multiple Access 
134 Nordic Mobile Telephone：ノルディック自動車電話方式。1981 年にエリクソンが開発したアナログ方式の移動通信システムで、

GSM が出てくるまで主に北欧で使われていた。 
135 例えば、スウェーデンのエリクソンや中国のファーウェイ、中興などによるオペレータへの多額なベンダーファイナンスなどが、そ

れに該当する 
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とこそ、携帯電話用として FDD モードを使うのが半ば当然だった時代における、デファクト争いの本質だっ

たといえるのではないか。 

 

③FDD 帯域を巡る競争の枠外にあった TDD 帯域 

GSM に端を発する UMTS が世界を席巻するに従い、新興市場の開拓も手伝って、携帯電話は世界的に

急速な普及を続けている。これとともに、上り下りをペアで使える FDD 用帯域は枯渇の方向にある。

450/700/800/900MHz といった UHF 帯において、広いカバーと屋内浸透率の高い周波数帯で各国の規

制当局は、GHz 帯への移行も交えながら難しいやり繰りを迫られている。こうした帯域のなかに、数多くの

ユーザーが収容されているのが FDD 向け周波数の現状である（図表 59）。 

 

他方、TDD 帯域はどこの国でも相応に確保されているが、それほど利用されていない。GHz 帯域での

TDDではあるが、日本のPHSや欧州DECT136などと似たような状況である。オペレータ間の激しい競争が

展開され、収容数も多く、また iPhone といったスマートフォンの登場で、データ通信トラヒックが急激に上昇

してきた FDD に比べ、ことごとく UHF 帯を FDD で占められてきたという事情を差し引いたとしても、TDD

帯域はオペレータから人気がなかった。 

 

欧州の周波数オークションの落札額を見ても、700～900帯域の「黄金周波数帯」と比べ、GHz帯TDD周波

数は非常に安値で取引されている137。要するに、これまでの TDD 向け周波数は、参入があまりなかった

上に安価、そしてガラ空き――という状態が続いていたのである。 

 

図表 59 世界のエリア別 FDD 向け周波数帯域 

 

出所：クアルコム

                                               
136汎欧州 Degital Cordless Telephone 
137 本レポート「LTE-FDD」編のドイツにおける周波数オークション結果を参照 
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図表 60 LTE-FDD 向け周波数帯域と利用可能帯域幅 

周波数帯域 
利用可能幅（片方向・5MHz より狭帯域幅は割愛） 備考 

5MHz 10MHz 20MHz IMT-2000 拡張バンド 

2.5/2.6GHz ○ ○ ○  

2.1GHz ○ ○  上りに 1.7/1.9GHz を使用 

1.5/1.7/1.8/1.9GHz ○ ○   

900MHz ○    

800/850MHz ○    

700～800MHz ○ ○  いわゆるアナログ TV 跡地 

出所：情報流通ビジネス研究所 

 

④TDD 向け周波数割り当てとその国際性 

各国のオペレータは、加入者とトラヒックの急増でFDD用周波数帯獲得に走り、そしてエリア展開に有利な

700～900MHz でのサービス提供を最優先した。その結果、国をまたいだ国際ローミング・サービスの提供

上、対地国間において周波数が合致させることが難しくなっている。 

 

IMT-2000 の名称のもととなった3G向け2GHz帯域であれば、当初から国際共通帯域としての利用を前提

に設定されたため、国間で合わせやすいが、高周波数帯域である分エリア展開に多額の投資を要し、オ

ペレータからみた周波数のプライオリティは 700-900MHz に比してかなり低い。ちなみに日本の場合、体

力に余りあるドコモですら、全国展開やデッドスポットの解消には往生した。その名の通り、欧米の「オペレ

ータ」はそこまでの体力は持たない。日本でいえば、さしずめソフトバンクやイー・モバイルといったところ

であろう。 

 

FDD モードの携帯電話でローミングを行う場合において悩ましいのは、対地国同士で上りと下りの周波数、

それぞれを合わせなくてはならない点である。しかし、その可能性は極めて低い138。一方、TDD では上り

下りに関係なく、単一の周波数帯域幅が割り当てられることから、対地国間で同一の帯域を使用できる可

能性が高い。 

 

現状、FDD モードの携帯電話では、ローミングのために GSM 用と 3G 用、そしていくつもの周波数帯域に

対応したマルチモード／マルチキャリア端末が用いられている。世界における GSM 系システムのシェアの

高さに起因した量産効果で、さほどコスト高にならずにサービスや端末が提供されている。だが、これに加

えて LTE が乗っかると、量産メリットがどこまで期待できるかという不透明さが出てくる。 

 

もちろん現在、クアルコムを始めとするチップベンダー各社において、2G から LTE まで対応可能なチップ

の開発が進められている。しかし、対地国同士の上り下り周波数のサポートという変数がさらに絡んでくるこ

とも、念頭に置かなければならない。TD-LTE の方はといえば、マルチモード対応チップの必要性は

LTE-FDD 同様かもしれないが、少なくとも LTE モードの場合では、ローミング時における対地国間の周波

数問題は、さほど問題にならないと考えられる。 

                                               
138現在、日本国内でも 700-900MHz 帯域の国内事業者に対する割り当て方を巡って、早期サービス展開のために 700MHz と 900MHz

帯域のそれぞれに上り下り用帯域を使うか、国際的動向という観点から米国等で使用される 700MHz 帯域内に終始して、上り下り帯

域を割り当てるか、欧州GSM900（900MHz帯域）に合わせて上り下りを割り当てるかといった議論が展開されている。どの案も長短が

ある。 



 

©2010 株式会社 情報流通ビジネス研究所                                 139            

 

（3）TD-LTE とモバイル事業のパラダイムシフト 

 

①TDD 陣営としてのモバイル WiMAX 事業者 

固定からモバイルまでの既存 WiMAX 事業者、すなわち TDD 帯域参入オペレータにとって、TD-LTE の

周波数や国際ローミングという点は、大きなメリットに映る。本レポート「モバイル WiMAX」の章に記したが、

世界の各エリアにおいて WiMAX で使用される周波数帯域は、ほぼ共通している。仮に、彼らが現行

WiMAX（IEEE80.216-2004/m）の“次のシステム”として TD-LTE を選択する場合、LTE-FDD とハードウェ

アやシステム上の互換性を保ちながら、国際ローミングもでき、加えて中国やインドなど巨大市場をバック

にした、インフラや端末の調達コストメリットも享受できる。これが大きな魅力にならないわけがない。  

 

モバイルWiMAXオペレータはこれまで、モバイルブロードバンドにおけるTDD方式の優位性として、先に

記した単一周波数帯域であることのメリットや、データ通信時代にマッチした上り下りのタイムスロットの非対

称割り当てが可能な点、そしてスマートアンテナ導入の容易性といったことを挙げていた。スマートアンテ

ナとは、時間ごとに特定端末に指向性を持たせるビームフォーミングを MIMO と切り替えて利用することで、

通信状況の改善や容量の拡大が実現できるというものである。 

 

WiFi など固定系無線から発展し、これにハンドオーバー機能を持たせたモバイル WiMAX に対し、

TD-LTE のシステム・アーキテクチャは、そもそも移動通信環境を前提としたものから成り立っているため、

ハンドオーバー性能はモバイル WiMAX のそれより高水準なレベルにある。後述するが、既存の WiMAX

オペレータが TD-LTE に強い関心を示している理由は、大きく 2 点あると考えられる。 

 

②急接近するモバイル WiMAX と TD-LTE 

まず、TDD 技術方式の優位性と、LTE 自体の各種アドバンテージの両方を生かしたサービス・オペレーシ

ョンが可能だという点である。2 点目は、TDD 帯域オペレータという現在のポジションからみて、今後想定し

得る事業シナリオの幅が相当広がる可能性が出てきたということである。先述したように、モバイル WiMAX

の割り当て周波数は、国際的にみると概して 2.3GHz／2.5GHz／3.5GHz／5.8GHz となっており、エリア展

開上は MHz 帯に比べて不利ではあるが、ローミング上の問題は少ない。 

 

日本では UQ コミュニケーションズが 700-900MHz 帯域を巡る議論のなかで主張し始めたように、UHF 帯

域で多く使われている FDD バンドの、上りと下りの間にはさまれている単一の帯域が少しでも確保でき、対

地国同士である程度重なる部分があれば、屋内カバレッジの改善に役立つ可能性も出てくる。 

 

このようなことを踏まえると、欧州のボーダフォンやテレフォニカ、T-モバイル、KPN、オレンジ、あるいは香

港のハチソンに代表されるような、グループによる世界各国への携帯電話市場進出にも似たような構図を、

これからの TDD 事業者／WiMAX 事業者に描けないこともない。TD-LTE の発祥地、中国のオペレータで

も特に TD-LTE の推進に力を注ぐチャイナ・モバイルなどは、すでにそこまで視野に入れている公算が高

いと推察できる。むしろ TD-LTE の世界的普及を狙って、直接・間接に関わらず各国の TDD 帯域での事

業展開を考えないわけがない、と考える方が自然だろう。 
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③WiMAX 事業者における宗旨替えの可能性 

TD-LTE の総本山、中国系の企業以外でいえば、米国クリアワイヤーなど現行の WiMAX 事業者も現に

2.5GHz帯域へのTD-LTE採用を提案し、WiMAX陣営に衝撃をもたらした。しかし実際にショックを受けた

のは、それまで WiMAX を主導する立場にいた一部企業であろう。クリアワイヤーは、設立当初からその事

業性に疑問が投げかけられ、途中で仕切り直すなど、常に業界から不安視されながらも事業を展開してい

る。 

 

ここで、同社に対する不安の要因を解いてみると、その多くはLTEに対するモバイルWiMAXの「劣勢の象

徴」として、同社が位置付けられてきたことに端を発しているのではないかと思われる。すなわち同社は、

モバイル WiMAX 陣営の先鋒をいく企業であったことから、モバイル WiMAX というシステムそれ自身の先

行きを示すインジケータとしての役割を、一手に引き受けているという絵柄である。 

 

スプリントやタイムワーナーといった大手CATV業者らが一枚かんでいるとはいえ、既存加入者を持たない

一介の新規事業者に過ぎないクリアワイヤーは、いってみれば荷の重過ぎる役を背負わされている。本来

なら、モバイル WiMAX の推進者であるインテルや推進団体である WiMAX フォーラムらが、この役を買う

べきであるが、GSM 陣営あるいは中国など、一大経済ブロックや国家を挙げて推し進める LTE に対し、米

国大企業がいくつか集まって次世代のデファクトを目指すというのでは、技術方式以前の勢いで圧倒的な

差が出てしまっている。 

 

ユーザー端末を電話番号で管理するなど、相変わらずオペレータ・セントリックなテレコム業界の、伝統的

なビジネスモデルに基づくアーキテクチャから抜け出し、データ通信時代における合理的なシステムコン

セプトを持ち出そうとも、もはや携帯電話のグローバル・スタンダードという、既得権を得た勢力に対抗する

には、それ相応の布陣が必要となるが、モバイル WiMAX にはそれが決定的に欠けている。現状はそうし

たモバイル WiMAX 推進勢力の脆弱さが、一国のオペレータに過ぎないクリアワイヤーの WiMAX 事業の

先行きに対する不安にすり替えられているだけの話であろう。 

 

クリアワイヤーがTD-LTEに食指を動かそうとしているのは、これまでにみてきたTD-LTEの優位性や将来

性、今後の戦略オプションの多様性から導き出された、一企業としては至極当然の判断であったといえる。

クリアワイヤーおよびUQコミュニケーションズと提携関係を結んだロシアのモバイルWiMAXオペレータで

あるヨタ（Yota）は、ロイター伝によれば、モバイル WiMAX から LTE へと早々に宗旨替えし、2010 年内に

LTE サービスを開始するという139。 

 

④モバイル WiMAX 事業者による海外ビジネス 

いずれにせよ固定 WiMAX も含め、各地のモバイル WiMAX オペレータにとって、TD-LTE の存在感が急

速に高まってきたことは、次世代で形勢不利と伝えられる WiMAX 一辺倒というロードマップに、今後の事

業展開オプションが縛られなくなったことを意味している。彼らにとっては、これからの次世代戦略の裾野

を広げる、大きなフォローの風が吹いてきたと受け止めるべきであろうし、むしろそれが自然の流れといえ

る。 

 

                                               
139 LTE-FDD か TD-LTE なのか、現在のところ詳細は不明である。また情報源がロイターのみであり、その真偽をさらに確認する必

要があるが、GSA が 2010 年 6 月に公表した LTE 導入表明オペレータとして、Yota の名前が入っていることからも、少なくとも LTE の

導入は確実のようである。 


